東日本大震災を乗り越え「障害者の社会生活の支援を権利として総合的に保障する法律」を実現して、障害者の人権が前進し、明るい未来となることを願って

２０１１年４月２１日
基本合意と総合福祉法を実現させる４．２１全国フォーラム

障害者自立支援法訴訟全国弁護団事務局長

弁護士　藤　岡　毅
○　立ち上がる被災されたみなさん
２０１１年３月１１日午後２時４６分発生の東日本大震災は、この時を境にこの国を一変させてしまいました。しかし、全てを失いながらも、人と人が手を取り合って、未来にむかって進んで立ち上がろうとしています。明るい希望と未来を感じます。

○　避難所の実態調査から見えること
私も弁護士会の活動として、東北地方の大型避難所を訪問調査し、知的・発達障害を持った方の実情を把握してきましたが、弱い人の人権が守られる社会を作る必要を改めて認識させられました。

また、率直に言って、少なくない大型避難所に避難されている方々の人格の尊厳が毀損されている現実を知りました。

被災されたみなさんを中心として、その気持ちに寄り添い、人間の復興を支援することが求められます。

○　災害弱者としての障害者

しかし、障害者が災害弱者であることは改めて痛感させられました。

例えば、環境の変化が苦手で人的関係に配慮が必要な自閉症児とその家族に避難所生活が長く耐えられるわけがありません。
　避難所生活は難しいことから、車の中で家族みんなが耐え凌ぐようすが新聞（2011年３月22日朝日新聞）などでも報道されましたが、同じようなご家族は多数あったと、現地の被災障害者支援にあたるスタッフから確認しています。

　………………………………………………………………………………………………………

東日本大震災と被災障害者に関する報道の例

2011年３月31日　河北新報
要援護者　届かぬ手　知的・精神障害者や高齢者
◎心身不安定／ほかの避難者もストレス限界／陸前高田
　２００人以上が避難生活を送る陸前高田市内の公民館。重度の知的障害のある男性が、夜中に走り回ったり、所構わず排せつをしたりするなどの行為が続いた。ほかの避難住民から「安心して寝られない」との不満が相次いだ。
　避難所の担当者が、地区の民生委員を通じて保健所や市役所に相談。当面、専門施設に移れるよう手配し、一緒に避難している母親や本人との話し合いを進めている。　
………………………………………………………………………………………………………

○　「隔離、孤立」ではない、福祉支援の確認

　これらのことは障害者福祉関係者に様々なことを考えさせます。

　表面的にとらえて、「障害者と一般市民の共存は難しい」と一般の人が理解してしまうことはあり得ないことではありません。

福祉避難所の充実による丁寧な支援などの施策の保障とともに、日ごろから、地域でどんな障害を持つ人も一般社会に違和感なく溶け込んでいる社会が成立しているならば、彼らがそれほどに「興奮」することも、他の人たちが「困る」こともなかったのではと思わずにいられません。

改めて日ごろの社会のあり方と実践に反省が迫られ、次への教材になり得ると考えます。

★　障害は自己責任でない、激甚災害も被災者自己責任であってはならない！
　　私たち訴訟団は、障害に起因する社会的困難は個人が負うものではなく社会全体で支えるべきであるとの考えをもとに運動してきました。
今回の未曾有の大災害にあたってもその困難は当然社会全体で分かち合うべきと考えます。

このことは言いかえると、被災者の復旧、復興が、場当たり的な応急処置に終わらず、

被災者の人権支援、人間復興という理念に基づく制度・政策として遂行されることが大切であることを意味すると考えます。

　　大災害があっても障害者が見捨てられず、みんなの手と手で温かく包みこむ社会。

　それこそが平和で平穏な通常の社会のあり方を指し示しているのではないでしょうか。

　
★大震災と「人権としての障害者支援、被災者支援」

　大震災発生の日の午前に、閣僚からなる障がい者制度改革推進本部は

「障害者基本法の一部を改正する法律案」を了解しました。

これは2010年1月12日の第１回から2011年2月14日まで30回の、障害者を中心とする熱い議論と思いを凝縮したものです。

２月14日の第30回会議で内閣府事務局から、素案が発表されてからも、障害者が地域で生きる権利が十分に規定されていないと厳しい批判が推進会議委員から噴出し、短い期間に、関係者の懸命な努力が続き、不十分な点の改善も（ささやかながら）なされましたが、３月11日に推進本部が確認した法案については、依然、不十分な面が残っています。

しかし、この基本法案は私たち訴訟団の運動の力、実に様々な障害者自身が立場の違いを超えて連帯して議論をしたからこそ可能であった、この国で障害者が、お客さんから主役になるため一里塚として、極めて重要な画期的意義があることもしっかりと確認しておくことが必要です。

今までも障害者の人権保障を求めて、障害者自ら、障害者団体、弁護士などが、極めて貧困で不十分な法制度をもとに苦闘しながら、一歩一歩進み、獲得した拠点を前線基地として最大限利用しながら、時には一進一退を強いられながら、粘り強い運動を続けることで、大きな前進を勝ち獲って来ました。

基本法の不備な点も自覚しながらも、運動の成果として胸を張って、最大限利用できるものは利用して、総合福祉法、差別禁止法等の次のステップに繋げていく闘いが大切です。

震災と基本法改正、そして、障害者自立支援法に代わる新しい法律作りの方向性は、「人権としての支援の確立」ということで共通しています。

私たちの運動を進めるための視点も同じ方向です。

★２０１０年１月７日付基本合意の意味を改めて確認しましょう
　　障害者自立支援法の原案が発表されて最初に議論されたのが、厚生労働省第18回社会保障審議会障害者部会　2004年10月12日のこと。

　　改革のグランドデザイン案という自立支援法の基本理念の膨大な説明文と議事録を検索してみる。

　　人権・基本的人権・憲法　＝みごとにゼロ

　　サービス　　　　　　　　＝１２５回以上

　　権利　　　　　　　　　　＝「権利条約との関係は？」などの質問程度で、２、３回。

　　　自立支援法は、市場でのサービスを規律する法であり、権利や人権保障が欠如。

　　　基本的人権はお金で買うものでしょうか？

２０１０年７月２７日の第５回総合福祉部会で配布された約４０種類の資料のうち総合福祉法の理念について論じた１種類のペーパーだけで、

人権　　　　　　　　　　＝３２回

権利　　　　　　　　　　＝２２５回

　　　根本の姿勢が異なります。

　　この方向性が損なわれないよう、訴訟団の力を尽くして、法制定していくよう、決して手を抜かずに基本合意を実現し、障害者自立支援法廃止後の新法の制定をしっかり実現しましょう。

○基本合意が確認したこと
第一項　憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援する新法とすること
　基本合意とは障害者支援の日本国憲法（新法）の基盤となる羅針盤である。
★　総合福祉部会もクライマックスへ

４月１８日、推進会議のあと、内閣府にて佐藤久夫座長を中心に、総合福祉部会座長会議（副座長含む）がありました。

そこでは次のことが確認されました（あくまで一参加者藤岡の個人メモで公式議事録ではないです）。

○　来年早々に法案を国会に上程すること

○　今年８月が総合福祉部会による総合福祉法骨格提言（仮称）の期限

○　４月～８月末　部会を５回（あるいはもっと）、座長会議を１２回程度開き、ときには長時間の集中討議をして、上記提言を仕上げる。
○　政府、厚生労働省と共に作り上げるというスタンスを大切にする。
★　　新しい法律の理念　…施しの福祉ではない、人権としての障害者、被災者支援…
　私たちの子孫に誇れる、「人権保障、権利としての支援」を確立することが大切で、この国の再生のためにも、息の長い運動が必要です。

　いまこそ団体の垣根、与野党、官民を超えて、あらゆる立場の市民が一つになって進んでいきましょう！
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障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と

国（厚生労働省）との基本合意文書

平成２２年１月７日

　障害者自立支援法違憲訴訟の原告ら７１名は、国（厚生労働省）による話し合い解決の呼びかけに応じ、これまで協議を重ねてきたが、今般、本訴訟を提起した目的・意義に照らし、国（厚生労働省）がその趣旨を理解し、今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするために最善を尽くすことを約束したため、次のとおり、国（厚生労働省）と本基本合意に至ったものである。

一　障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定

国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、遅くとも平成25年8月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。

二　障害者自立支援法制定の総括と反省

　１　国（厚生労働省）は、憲法第13条、第14条、第25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める。

２　国（厚生労働省）は、障害者自立支援法を、立法過程において十分な実態調査の実施や、障害者の意見を十分に踏まえることなく、拙速に制度を施行するとともに、応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。

３　今後の新たな障害者制度全般の改革のため、障害者を中心とした「障がい者制度改革推進本部」を速やかに設置し、そこにおいて新たな総合的福祉制度を策定することとしたことを、原告らは評価するとともに、新たな総合的福祉制度を制定するに当たって、国（厚生労働省）は、今後推進本部において、上記の反省に立ち、原告団・弁護団提出の本日付要望書を考慮の上、障害者の参画の下に十分な議論を行う。

三　新法制定に当たっての論点

　原告団・弁護団からは、利用者負担のあり方等に関して、以下の指摘がされた。

①　支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負担額を上回らないこと。

②　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。

③　収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。

4 介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。
⑤　実費負担については、厚生労働省実施の「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結果について」（平成21年11月26日公表）の結果を踏まえ、早急に見直すこと。

⑥　どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること。

　　そのために国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討を行うこと。

国（厚生労働省）は、「障がい者制度改革推進本部」の下に設置された「障がい者制度改革推進会議」や「部会」における新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提とはせず、上記に示した本訴訟における原告らから指摘された障害者自立支援法の問題点を踏まえ、次の事項について、障害者の現在の生活実態やニーズなどに十分配慮した上で、権利条約の批准に向けた障害者の権利に関する議論や、「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結果について」（平成21年11月26日公表）の結果も考慮し、しっかり検討を行い、対応していく。
①　利用者負担のあり方

②　支給決定のあり方

③　報酬支払い方式

④　制度の谷間のない「障害」の範囲　

⑤　権利条約批准の実現のための国内法整備と同権利条約批准

⑥　障害関係予算の国際水準に見合う額への増額

四　利用者負担における当面の措置
　国（厚生労働省）は、障害者自立支援法廃止までの間、応益負担（定率負担）制度の速やかな廃止のため、平成22年4月から、低所得（市町村民税非課税）の障害者及び障害児の保護者につき、障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とする措置を講じる。

　なお、自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする。

五　履行確保のための検証

以上の基本合意につき、今後の適正な履行状況等の確認のため、原告団・弁護団と国（厚生労働省）との定期協議を実施する。








　

以　上
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要　望　書　
内閣総理大臣　鳩　山　由紀夫　殿

厚生労働大臣　長　妻　　　昭　殿

障害者自立支援法訴訟団

２０１０年１月７日

　　私たち原告は,生きるために必要不可欠な支援を「益」とみなし「障害」を自己責任とする仕組みを導入する障害者自立支援法（以下「自立支援法」）等を廃止させるため訴訟を提起しました。

　国は自立支援法の廃止を約束し,訴訟における私たちの主張を今後の障害福祉施策に生かすことを約束し,私たちと基本合意を締結しましたが,同基本合意文書に明記した事項に付随する障害福祉施策における課題は多く存在します。

　次に挙げる広い意味で本訴訟に関連する課題について,国として議論を尽くし,責任をもってその解決のため万全を尽くしていただくよう,私たちは強く求めます。

１　障害福祉制度の根本問題

（１）契約制度のもつ根本的問題の解消
　　　契約制度について，次のような批判があります。「公的責任が後退した」，「契約にたどり着く前に福祉から排除される」，「利用料の滞納により支援を打ち切られる」,「協働関係に立つべき福祉事業所と利用者に対立構造をもたらした」，「福祉が商品化した」。このような障害者の声に耳を傾け，障害者の権利行使としての公的支援制度を構築し，福祉を市場原理に委ねる「商品」と考えず，人権としての福祉はあくまで公的責任で実施されるという理念に立つ根本的な制度改革を望みます。

（２）　介護保険優先原則（障害者自立支援法第第７条）の廃止に向けた抜本的見直し

　　　障害福祉施策において応益負担を廃止しても障害者が６５歳になると介護保険により１割負担を強いられる矛盾を国は直視し,介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）及び厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長,障害福祉課長通知「障害者自立支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」(平成19年3月28日)(障企発第0328002号・障障発第0328002号)における

　「①　優先される介護保険サービス

　　自立支援給付に優先する介護保険法の規定による保険給付は,介護給付,予防給付及び市町村特別給付とされている(障害者自立支援法施行令(平成18年政令第10号)第2条)。したがって,これらの給付対象となる介護保険サービスが利用できる場合は,当該介護保険サービスの利用が優先される」

　　との規定を廃止して下さい。

（３）　扶養義務の見直し

　　　障害者支援は公的責任で行なわれるべきであり,家族責任を強いてはなりません。

　　　民法の扶養義務を根拠に障害児者支援のための費用を家族に負担させる制度の根本的な制度改革を実施して下さい。

（４）　障害者福祉の社会資源の充実,基盤整備

　　　障害福祉事業は報酬単価が低廉であり,全国各地において，事業所，有資格ヘルパー等が著しく不足しており,結果として,障害福祉施策を利用できない障害者が多数存在します。

　　　「サービス契約」方式が許されるのは,国が憲法に基づくナショナルミニマム保障義務として,全国で社会基盤整備を尽くすことが前提です。

　　　障害福祉施策を利用できない障害者が生まれないように,事業者,ヘルパー等の基盤整備を尽くしてください。

（５）　障害者の所得保障

　　　障害者が地域社会で当たり前に生きていけるように，障害基礎年金の増額や手当の給付など所得保障制度を確立してください。

（６）　社会参加支援の充実

　　　乳幼児や学齢期の障害児の支援，働く障害者への支援，障害者の子育て支援，障害児を持った親の支援など，すべてのライフステージのニーズに即した社会参加に制限のない支援を充実してください。

（７）　障害者のニーズにあった補装具支給制度の抜本的見直し


　障害者の日常生活・社会生活支援のための補装具につき、必要性や規格の認定、支給額の決定などについて、各障害者のニーズにふさわしいものとなるように、現在の認定制度や基準を抜本的に見直すこと。

２　利用者負担の問題

（１）　障害福祉施策は人権保障として実施されるべきことに鑑みれば，障害があることを理由とする利用者負担をするべきではありません。
　　　　現状を前提としては，緊急に非課税世帯での無償化が実施されることとともに,課税世帯においても，法の下の平等に反しない利用者負担が緊急に検討されるべきです。

　　　　また，利用者負担について，次の要望をします。

· 自立支援医療,補そう具の自己負担について,無償として下さい。
· 子どもの権利条約第２３条第３項に基づき，障害児の支援は無償として下さい。

· 児童福祉法における応益負担を直ちに廃止してください。

· 「働きに行くのになぜ利用料を取られるのか」との声を真摯に受け止め,就労支援施策においては無償として下さい。

（２）　収入認定の見直し

　　　「利用者負担」の収入認定において,障害者年金，障害者手当等，就労,就労支援による所得,工賃等は全て除外して下さい。

３　緊急課題

（１）　実費自己負担の廃止

　　　厚生労働省が新政権下において２００９年１１月に実施した実態調査でも,自立支援法導入に伴い「食費・光熱水費」等の実費の負担が障害者の生活を苦しめた事実が確認できます。

　　　新法制定においてはもちろん,新法制定前の政省令改正等の暫定措置により,「食費,人件費等のホテルコスト」名目の自立支援法の福祉施設及び児童福祉法に基づく障害児者施設での実費自己負担を緊急に廃止して下さい。

（２）　報酬支払い

　　　自立支援法の日払い制度が福祉を破壊したとの原告らの声を真摯に受け止め,事業所報酬の支払いを原則月払いに早急に戻してください。

（３）　就労移行支援の期限の廃止

　　就労移行支援が２年間の期限付き支援であるため,期間内に就労出来なかった利用者の行き場がない現実があり,「自立」を阻害しています。直ちに就労移行支援の期限を撤廃してください。

（４）　地域生活支援事業の地域間格差の解消
　　地域生活支援事業は,自立支援法上,市町村・都道府県が行うものとされているため,事業の質,量,負担の程度について,大きな地域間格差があるのが実情です。この地域間格差を解消し,自己負担を廃止するために,根本的な制度的・財政的な改革を行ってください。
４　当事者参加と検証
（１）　利用者負担を理由に退所していった利用者の実態調査

　　　　厚生労働省の２００７年２月２１日公表の自立支援法の利用者負担により退所,利用抑制を強いられた人の調査結果があります。その結果によれば，利用者負担を理由に退所した人が１６２５名認められるにも関わらず，これについて何らの救済をしていないことは国が非難されて然るべきことです。

　　　　これらの人の実態調査をすみやかに行い,必要な支援を行い,その権利と生活の安定を復活させてください。

（２）　新法制定過程の障害当事者の参画

新法制定過程の障害当事者の参画においては,障害当事者はもちろんのこと，最重度の障害者など意向を表現することが難しい人についても，その意向を反映できる関係者が参画することを望みます。
（３）　新法制定過程での私たちの参画

「障がい者制度改革推進本部改革推進会議」の下の自立支援法に替わる総合的な法制度を議論するための「専門部会」に私たち訴訟団が推薦する者を選任して下さい。

（４）　検証会議の立ち上げ　

　自立支援法に関し「なぜ誤った法律が制定されたのか」を調査,確認するための「検証会議」を設けて真相を解明して下さい。二度と同じ過ちを繰り返さないために不可欠です。

以　上

　なお、「障害者自立支援法訴訟団」とは

　　①　原告団　②　弁護団　③　「障害者自立支援法訴訟の勝利をめざす会」の３者で構成されます。
　①は　障害者自立支援法違憲訴訟を福岡、広島、岡山、神戸、京都、大阪、和歌山、奈良、滋賀、名古屋、東京、さいたま、盛岡、旭川の１４地方裁判所に提起している原告７０名（厳密には東京地裁での損害賠償請求訴訟を提起している障害児の父親１名を加えると７１名）を指します。

　②は上記訴訟の原告訴訟代理人団１７０余名です。

　③は上記訴訟支援団体であり、詳細はＨＰ「http://www.normanet.ne.jp/~ictjd/suit」にて公開しております。

災害特別立法への意見書
民主党　御中

障害者自立支援法違憲訴訟団

　　2011年３月２９日

　　このたびの東北地方太平洋沖地震において、被災された市民の命と生活を守り、未曾有の事態を乗り切るべく、政府、与野党、自治体、民間、関係者が日夜ご奮闘、ご尽力されていることに心より敬意を表し、感謝申し上げます。　

　　初めて立ち向かう事態に誰しも困惑しながら最善を尽くしており、完全な対応はあり得ませんので、この事態、経験を活かして、さらに誰でも安心して暮らすことのできる社会の構築に向けてみんなで知恵と力を合わせるべきときと思います。　

一　災害「弱者」に対する特別な支援を意識した法制度へ

　　私たち訴訟団（原告団・弁護団）は、障害に起因する社会的困難は個人が負うものではなく社会全体で支えるべきであるとの考えをもとに運動してきました。今回の災害にあたってもその困難は当然社会全体で分かち合うべきと考えています。

　　被害は当該地域のすべてにもたらされました。

しかしながら、その中で、どうしても救助・支援から「取り残される」障害者・高齢者・乳幼児・妊婦・患者等の「災害弱者」に対する支援は、法律の中で関係者が法的根拠に基づき意識的な取り組みを行うことが必要と考えます。

実際、移動に、車いす、支援者の介助・支援が不可欠な障害者の場合、災害から逃げ遅れて犠牲になった人々の率が高いことは容易に推察されます。

災害発生後の急性期において、支援物資が届かないという声が多数ありましたが、救援物資の配布を受けるための外出も支援者なしで行くことのできない障害者にとって、健康な方に比べて救援を受けること自体が困難な状況に置かれることが多いことは、現実に発生していた事態です。

　　　また、高齢者・障害者に限らず、「情報」取得が不足することによる様々な困難、支障が報じられましたが、テレビや携帯電話の画面や文字情報の入らない視覚障害者、ラジオ・電話・人の音声による情報の入らない聴覚障害者、抽象概念の理解が困難な知的障害者等、災害における情報保障は、これらの人々に関しては特に意識的な支援が必要であり、法により明記されるべき事項です。

二　各論

１　コミュニケーション障害のある人への情報保障の徹底

　津波・地震・停電・救援・避難方法・救援物資の配布・家族の安否・行政情報等、災害時に情報が行き届かないことによる支援の欠如、孤立を防ぐ必要があります。

緊急時に避難所で手話通訳体制が十分ない場合、紙の掲示による情報告知を徹底し、紙とペンによる筆談、携帯電話や携帯パソコン等での画面を利用したコミュニケーションを図るなど、可能な支援はあります。

テレビでの情報は重要な手段ですので、政府の会見等の手話通訳、文字情報の提供を法定化することはもとより、コミュニケーション障害者に対する、災害情報周知が行き渡らないことはそれ自体人権侵害のおそれがあることを公共放送事業者が認識できるよう、コミュニケーション支援の保障の徹底を法制化してください。

２　在宅障害者被災者支援方法の構築

　現在の障害者改革の方向は、入所施設での入所・入院生活から地域での在宅生活です。

　しかしながら、一か所に集まっている入所施設での被災者への対応に比べ、地域に点在する大勢の障害者への支援には、困難があります。

　まず、どこに障害者が暮らしているのかの基礎情報の把握からして困難です。

　そこで、訪問系福祉施策の利用をしている市民の個人情報の集約について、個人のプライバシーの尊重の精神を基本としながらも、災害時の救援体制の基盤整備の必要性に関する啓発活動を促進することを前提に、災害救助・支援に関しては個人情報保護の免責条項等を作って、地域で暮らす障害者の住所・氏名・必要な支援の内容等の情報整備が円滑に進むような法改正を検討するべきと考えます。さらに、それらの基本情報をもとにして、自治体横断的な地域生活に対する災害支援制度が必要です。

　激甚災害は特定の自治体に対して根こそぎ被害を与えますから、当該自治体だけの自主努力では限界があり、国と都道府県が、地域を超えた横断的な体制で、支援を構築する必要があります。

　たとえば、災害にあたっては、他の都道府県での指定・許認可を受けている事業所による被災地域に対する出張支援を法的に認め、その活動を積極展開するための報酬付与を公的に保障する仕組みが必要です。

　

３　知的・発達障害者・精神障害者への配慮義務

　自閉症、広汎性発達障害等の発達障害児者、精神障害者にとって、避難所での集団生活を送ることは困難が伴います。

　災害におけるただならぬ雰囲気に影響されて興奮状態に陥ったり、こだわり行動により、避難所での他の避難者との間でのトラブルの発生も心配で、避難所生活はとても自信がないことから家族が孤立する事態も聞き及びます。

　限られた避難所資源の中で限界はありますが、個別支援の必要な人を行政も把握し、避難所での配慮、被災者同士での助け合いも円滑に進むように、配慮規定を設けるべきでしょう。

避難所に行き難い精神障害者は、自宅で閉じこもり孤立するケースがあります。薬品の不足による症状の悪化も心配されます。在宅での被災障害者の支援が行き届くよう、災害の場合のこれらの特性の障害者への支援を意識した救援法制が早急に必要と考えます。

三　停電のもたらす人権問題

１　人工呼吸器等を利用する重度障害者、患者にとって「電気供給を受ける権利」が人権であることの確認の法制化。

　東京電力の福島第一原子力発電所の原発事故の影響により、東電により、「計画停電」の実施が打ち出され、政府も直ちに了解されました。

　原発停止状況等における大幅な供給不足の事態において計画停電の実施の可能性があること自体は避けられません。

　しかしながら、今回の実施は事前に準備の余裕もできないほど、あまりにも唐突であり、人工呼吸器により生命を維持しているＡＬＳ等の障害者にとって、停電は突然の生命停止に直結し兼ねない危険に他ならず、生命権・生存権が危殆にさらされました。計画停電を政府が了解するにあたり、停電により、人工呼吸器装着障害者の生命に危険が発生することへ危険性、対処について、どれだけの議論があったのでしょうか。数時間で決定した経過からはおそらく、そのような検討はなされなかったのではないでしょうか。

　計画停電に関連して、厚生労働省から注意喚起を促す通知等を出すなどの厚生労働省の対応を一定評価しますが、これらは本来、一片の役所の通知レベルの問題ではありません。

　結果として大きな事故は報道されていませんが、訴訟団事務局にも、ＡＬＳ障害者家族から

「とうとう停電が来ました。目の回る忙しさをぬって、車のバッテリーを買ってきてつないだのですが、１２Vを１００Vに変換するインバーターのプラスとマイナスを逆につなぎ、一瞬にして壊してしまいました。茫然自失です。幸いにして、以前に買っておいた低レベルのインバーターにつなぎ替えたのですが、電気の質が悪く、呼吸器はもちろんのこと、吸引器にもつなぐ勇気がありません。つないで故障したとの情報が回ってきているのです。　
　なんとか、持続吸引とバッテリー式吸引器とアラーム（これが意外に重要）、最後は卓上蛍光灯を稼働して、乗り切りました。」

　など、必死に非常事態を凌いでいる状況が報告されています。

　「東電は、停電のときは病院に行けというが、電源の確保を理由とした入院など受け入れてくれません。行政のいう指定病院など本人がいくのに往復３時間。３時間の停電のためにいけるわけがありません。

　　今回の対応のための代替電源の購入等で著しい出費です。　小型自家発電機（１０万）、自動車用バッテリー（２万）、発電機用のガスボンベ（１個５００円×１００個＝５万円）、充電池（３万円）、インバーター（３万）、万一の場合のアンビューバック（２万）等々　　３０万円くらいはかかっています。東電か国が補償するべきではないでしょうか。」

いままで事故が聞こえて来ないのは各人の自己防衛による紙一重の結果というべきです。人工呼吸器等を利用する重度障害者、患者にとって「電気供給を受ける権利」は憲法第２５条の生存権等に基づく人権であることの確認の法制化が必要です。

　そうであれば、少なくとも計画停電実施前に、障害福祉所管部署等を通じて障害者団体への情報提供が２４時間以上前に行われることを法的な義務とするべきと思われます。そして、電気供給がなくなる以上、小型自家発電機、自動車用バッテリー、発電機用のガスボンベ、充電池、インバーター等の代替電源策の確保、万一の場合のアンビューバック（手動式呼吸器）費用等も電気供給事業者及び国・地方公共団体の法的義務として、法定化するべきですし、障害者、患者がそのための支出を強いられた場合の補償条項も必要です。

　東京電力等の電気事業者は、電気事業法第３条に基づき経済産業省の許可を得て、市民の生命維持に直結する事業を行っているものであって、市場での一民間事業者ではありません。

　今回の特別立法はもとより、電気事業法第１条の目的条項やその他の条項、総合福祉法、災害救助基本法等に、それらのことを明記するべきです。

２　「被災者」概念の範囲の拡大

生命維持に不可欠な薬が「要冷蔵」である疾患も多数あります。体温が外気温に影響されやすく、真夏日にクーラーがないと体温が３８℃に上昇するような疾患もあります。計画停電は数年単位で行われる可能性があるとも言われており、特に夏場になれば、冷房・冷蔵庫が停止すると生きられない者も出てくる可能性があります。東京電力管内から、遠方へ避難・移住する者も予想されます。しかし、行政は災害救助における「被災地」は東北地方及び原発周辺地域を想定し、「計画停電管内にいる者」というだけで、「被災者」としての救援・補償の対象としない見通しです。

従いまして、上記のような事情のある障害者、慢性疾患者が「被災者」の概念に該たり、救済の対象となるとする法令の改正等をぜひ実現していただきたい。

四　原発被災者、被災障害者が首都圏等で地域生活を送るための特別支援制度を

　いまなお続いている深刻な原発事故により、避難を余儀なくされているみなさんの生活を成り立たせることが重要であり、国策として遂行されてきた電気事業である以上、それは国の人権保障としての義務・責任です。

　原発周辺地域のみなさんの状況は日に日に悪化する一方であり、長期的視点での抜本的対策が不可欠です。

　原発事故地周辺地域から、首都圏等全国に移住して地域生活を営むことが出来るため、公営住宅の優先貸し出し、賃貸家屋、アパート、マンション等の家賃の数年分の公的保障、数年分の当事者の所得保障も法制化するべきと考えます。

以上
平成23年3月11日　障害者基本法の一部を改正する法律案
○　障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）

（第一条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改　正　案
	現　　　行

	目次
第一章　総則（第一条―第十三条）

第二章　障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策（第十四条―第二十八条）
第三章　障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策（第二十九条）
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附則

第一章　総則

(目的)
第一条　この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有する個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
(定義)
第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一　障害者　身体障害、知的障害、精神障害その他の心身の機能の障害(以下「障害」と総称する。)がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

二　社会的障壁　障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。

(地域社会における共生等)

第三条　第一条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図られなければならない。
一　全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。

二　全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。

三　全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。

（削除）

（削除）

(差別の禁止)

第四条　何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
２　社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。

３　国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行為の防止を図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を行うものとする。

(国際的協調)

第五条　第一条に規定する社会の実現は、そのための施策が国際社会における取組と密接な関係を有していることに鑑み、国際的協調の下に図られなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第六条　国及び地方公共団体は、第一条に規定する社会の実現を図るため、前三条に定める基本原則（以下「基本原則」という。）にのつとり、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有する。

(国民の理解)

第七条　国及び地方公共団体は、基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を講じなければならない。

(国民の責務)
第八条　国民は、基本原則にのつとり、第一条に規定する社会の実現に寄与するよう努めなければならない。

（削除）

(障害者週間)
第九条　国民の間に広く基本原則に関する関心と理解を深めるとともに、障害者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加することを促進するため、障害者週間を設ける。

２　(略)
３　国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等に関する活動を行う民間の団体等と相互に緊密な連携協力を図りながら、障害者週間の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならない。

(施策の基本方針)

第十条　障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策は、障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、策定され、及び実施されなければならない。
２　国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を講ずるに当たつては、障害者その他の関係者の意見を聴き、その意見を尊重するよう努めなければならない。
(障害者基本計画等)

第十一条　政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければならない。

２～９　(略)
(法制上の措置等)

第十二条　(略)
(年次報告)

第十三条　(略)
第二章　障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策
(医療、介護等)
第十四条　(略)
２　(略)
３　国及び地方公共団体は、障害者が、その性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じ、医療、介護、生活支援その他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない。
４　(略)
５　国及び地方公共団体は、医療若しくは介護の給付又はリハビリテーションの提供を行うに当たつては、障害者が、可能な限りその身近な場所においてこれらを受けられるよう必要な施策を講ずるものとするほか、その人権を十分に尊重しなければならない。

６　国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者補助犬の給付又は貸与その他障害者が日常生活及び社会生活を営むのに必要な施策を講じなければならない。

７　(略)
(年金等)
第十五条　(略)
(教育)
第十六条　国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。
（削除）

２　国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。

３　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向上、学校施設の整備その他の環境の整備を促進しなければならない。

(療育)

第十七条　国及び地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限りその身近な場所において療育その他これに関連する支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない。

(職業相談等)
第十八条　国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に従事することができるようにするため、障害者の多様な就業の機会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性に配慮した職業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じなければならない。

２　国及び地方公共団体は、障害者の多様な就業の機会の確保を図るため、前項に規定する施策に関する調査及び研究を促進しなければならない。

３　国及び地方公共団体は、障害者の地域社会における作業活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充を図るため、これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなければならない。

(雇用の促進等)

第十九条　国及び地方公共団体は、国及び地方公共団体並びに事業者における障害者の雇用を促進するため、障害者の優先雇用その他の施策を講じなければならない。

２　事業主は、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を確保するとともに、個々の障害者の特性に応じた適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう努めなければならない。

３　(略)
(住宅の確保)
第二十条　国及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安定した生活を営むことができるようにするため、障害者のための住宅を確保し、及び障害者の日常生活に適するような住宅の整備を促進するよう必要な施策を講じなければならない。

(公共的施設のバリアフリー化)
第二十一条　(略)
２　交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図ることによつて障害者の自立及び社会参加を支援するため、当該公共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進に努めなければならない。

３・４　(略)
(情報の利用におけるバリアフリー化等)

第二十二条　国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、その意思を表示し、並びに他人との意思疎通を図ることができるようにするため、障害者が利用しやすい電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者に対して情報を提供する施設の整備等が図られるよう必要な施策を講じなければならない。

２　国及び地方公共団体は、災害その他非常の事態の場合に障害者に対しその安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝えられるよう必要な施策を講ずるものとするほか、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進に当たつては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮しなければならない。

３　電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の製造等を行う事業者は、当該役務の提供又は当該機器の製造等に当たつては、障害者の利用の便宜を図るよう努めなければならない。

(相談等)

第二十三条　国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるようにしなければならない。

(経済的負担の軽減)

第二十四条　(略)
(文化的諸条件の整備等)

第二十五条　国及び地方公共団体は、障害者が円滑に文化活動、スポーツ又はレクリエーションを行うことができるようにするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化、スポーツ等に関する活動の助成その他必要な施策を講じなければならない。

(選挙等における配慮)

第二十六条　国及び地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる選挙、国民審査又は投票において、障害者が円滑に投票できるようにするため、投票所の施設又は設備の整備その他必要な施策を講じなければならない。

(司法手続における配慮等)

第二十七条　国又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件若しくは少年の保護事件に関する手続その他これに準ずる手続の対象となつた場合又は裁判所における民事事件、家事事件若しくは行政事件の当事者その他の関係人となつた場合において、障害者がその権利を円滑に行使できるようにするため、個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対する研修その他必要な施策を講じなければならない。

(国際協力)

第二十八条　国は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を国際的協調の下に推進するため、外国政府、国際機関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施策を講ずるように努めるものとする。

第三章　障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策
第二十九条　国及び地方公共団体は、障害の原因となる傷病及びその予防に関する調査及び研究を促進しなければならない。

２　国及び地方公共団体は、障害の原因となる傷病の予防のため、必要な知識の普及、母子保健等の保健対策の強化、当該傷病の早期発見及び早期治療の推進その他必要な施策を講じなければならない。

３　国及び地方公共団体は、障害の原因となる難病等の予防及び治療が困難であることに鑑み、障害の原因となる難病等の調査及び研究を推進するとともに、難病等に係る障害者に対する施策をきめ細かく推進するよう努めなければならない。

第四章　障害者施策推進協議会

(中央障害者施策推進協議会)
第三十条　内閣府に、障害者基本計画に関し、第十一条第四項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、中央障害者施策推進協議会(以下「中央協議会」という。)を置く。

第三十一条　(略)
(地方障害者施策推進協議会)

第三十二条　(略)
２　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一　都道府県障害者計画に関し、第十一条第五項（同条第九項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。

二・三　(略)
３・４　(略)
５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定により地方障害者施策推進協議会が置かれた場合に準用する。この場合において、第二項中「都道府県に」とあるのは「市町村（指定都市を除く。）に」と、同項第一号中「都道府県障害者計画」とあるのは「市町村障害者計画」と、「第十一条第五項（同条第九項において準用する場合を含む。）」とあるのは「第十一条第六項（同条第九項において準用する場合を含む。）」と、第同条第九項において準用する場合を含む。）」と、第除く。）」と読み替えるものとする。
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第一章　総則（第一条―第十一条）

第二章　障害者の福祉に関する基本的施策（第十二条―第二十二条）
第三章　障害の予防に関する基本的施策（第二十三条）
第四章　障害者施策推進協議会（第二十四条―第二十六条）
附則

第一章　総則

(目的)
第一条　この法律は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本的理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進し、もつて障害者の福祉を増進することを目的とする。

　(定義)

第二条　この法律において「障害者」とは、身体障害、知的障害又は精神障害(以下「障害」と総称する。)があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。

　(基本的理念)

第三条　すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。
２　すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる。

３　何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
(新設)

(新設)

(新設)

(新設)

(国及び地方公共団体の責務)

第四条　国及び地方公共団体は、障害者の権利の擁護及び障害者に対する差別の防止を図りつつ障害者の自立及び社会参加を支援すること等により、障害者の福祉を増進する責務を有する。

　(国民の理解)

第五条　国及び地方公共団体は、国民が障害者について正しい理解を深めるよう必要な施策を講じなければならない。
　(国民の責務)

第六条　国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の福祉の増進に協力するよう努めなければならない。
２　国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の人権が尊重され、障害者が差別されることなく、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加することができる社会の実現に寄与するよう努めなければならない。
　(障害者週間)
第七条　国民の間に広く障害者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、障害者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高めるため、障害者週間を設ける。

２　(略)
３　国及び地方公共団体は、障害者週間の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならない。

(施策の基本方針)

第八条　障害者の福祉に関する施策は、障害者の年齢及び障害の状態に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、策定され、及び実施されなければならない。
２　障害者の福祉に関する施策を講ずるに当たつては、障害者の自主性が十分に尊重され、かつ、障害者が、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう配慮されなければならない。

(障害者基本計画等)

第九条　政府は、障害者の福祉に関する施策及び障害の予防に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「障害者基本計画」という。)を策定しなければならない。

２～９　(略)
(法制上の措置等)

第十条　(略)
(年次報告)

第十一条　(略)
第二章　障害者の福祉に関する基本的施策
(医療、介護等)
第十二条　(略)
２　(略)
３　国及び地方公共団体は、障害者がその年齢及び障害の状態に応じ、医療、介護、生活支援その他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない。
４　(略)
(新設)

５　国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者補助犬の給付又は貸与その他障害者が日常生活を営むのに必要な施策を講じなければならない。

６　(略)
(年金等)
第十三条　(略)
(教育)
第十四条　国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢、能力及び障害の状態に応じ、十分な教育が受けられるようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。
２　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調査及び研究並びに学校施設の整備を促進しなければならない。

３　国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生徒と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。

(新設)

(職業相談等)
第十五条　国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に従事することができるようにするため、その障害の状態に配慮した職業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じなければならない。

２　国及び地方公共団体は、障害者に適した職種及び職域に関する調査及び研究を促進しなければならない。
３　国及び地方公共団体は、障害者の地域における作業活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充を図るため、これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなければならない。
(雇用の促進等)

第十六条　国及び地方公共団体は、障害者の雇用を促進するため、障害者に適した職種又は職域について障害者の優先雇用の施策を講じなければならない。
２　事業主は、社会連帯の理念に基づき、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の場を与えるとともに適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう努めなければならない。
３　(略)
(住宅の確保)
第十七条　国及び地方公共団体は、障害者の生活の安定を図るため、障害者のための住宅を確保し、及び障害者の日常生活に適するような住宅の整備を促進するよう必要な施策を講じなければならない。
(公共的施設のバリアフリー化)
第十八条　(略)
２　交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図ることによつて障害者の自立及び社会参加を支援するため、社会連帯の理念に基づき、当該公共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進に努めなければならない。
３・４　(略)
(情報の利用におけるバリアフリー化)

第十九条　国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を利用し、及びその意思を表示できるようにするため、障害者が利用しやすい電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者に対して情報を提供する施設の整備等が図られるよう必要な施策を講じなければならない。
２　国及び地方公共団体は、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進に当たつては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮しなければならない。
３　電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の製造等を行う事業者は、社会連帯の理念に基づき、当該役務の提供又は当該機器の製造等に当たつては、障害者の利用の便宜を図るよう努めなければならない。
(相談等)

第二十条　国及び地方公共団体は、障害者に関する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるようにしなければならない。

(経済的負担の軽減)

第二十一条　(略)
(文化的諸条件の整備等)

第二十二条　国及び地方公共団体は、障害者の文化的意欲を満たし、若しくは障害者に文化的意欲を起こさせ、又は障害者が自主的かつ積極的にレクリエーションの活動をし、若しくはスポーツを行うことができるようにするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化、スポーツ等に関する活動の助成その他必要な施策を講じなければならない。
(新設)

(新設)

(新設)

第三章　障害の予防に関する基本的施策
第二十三条　国及び地方公共団体は、障害の原因及び予防に関する調査及び研究を促進しなければならない。
２　国及び地方公共団体は、障害の予防のため、必要な知識の普及、母子保健等の保健対策の強化、障害の原因となる傷病の早期発見及び早期治療の推進その他必要な施策を講じなければならない。

３　国及び地方公共団体は、障害の原因となる難病等の予防及び治療が困難であることにかんがみ、障害の原因となる難病等の調査及び研究を推進するとともに、難病等に起因する障害があるため継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者に対する施策をきめ細かく推進するよう努めなければならない。
第四章　障害者施策推進協議会

(中央障害者施策推進協議会)
第二十四条　内閣府に、障害者基本計画に関し、第九条第四項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、中央障害者施策推進協議会(以下「中央協議会」という。)を置く。
第二十五条　(略)
(地方障害者施策推進協議会)

第二十六条　(略)
２　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　都道府県障害者計画に関し、第九条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理すること。
二・三　(略)
３・４　(略)
５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定により地方障害者施策推進協議会が置かれた場合に準用する。この場合において、第二項中「都道府県に」とあるのは「市町村(指定都市を除く。)に」と、同項第一号中「都道府県障害者計画」とあるのは「市町村障害者計画」と、「第九条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)」とあるのは「第九条第六項(同条第九項において準用する場合を含む。)」と、第三項中「都道府県」とあるのは「市町村(指定都市を除く。)」と読み替えるものとする。


○ 障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）

（第二条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改　正　案
	現　　　行

	目次
第一章　総則（第一条―第十三条）

第二章　障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策（第十四条―第二十八条）

第三章　障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策（第二十九条）

第四章　障害者政策委員会等（第三十条―第三十四条）
附則

第一章　総則
(障害者基本計画等)

第十一条(略)

２・３(略)

４　内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策委員会の意見を聴いて、障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

５　都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第三十四条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

６ 市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、第三十四条第四項の合議制の機関を設置している場合にあつてはその意見を、その他の場合にあつては障害者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

７～９(略)

第四章　障害者政策委員会等
(障害者政策委員会の設置)

第三十条　内閣府に、障害者政策委員会(以下「政策委員会」という。)を置く。

２　政策委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一　障害者基本計画に関し、第十一条第四項（同条第九項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。

二　前号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣又は関係各大臣に対し、意見を述べること。

三　障害者基本計画の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣又は内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること。

３　内閣総理大臣又は関係各大臣は、前項第三号の規定による勧告に基づき講じた施策について政策委員会に報告しなければならない。

(政策委員会の組織及び運営)

第三十一条　政策委員会は、委員三十人以内で組織する。

２　政策委員会の委員は、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事業に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する。この場合において、委員の構成については、政策委員会が様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければならない。

３　政策委員会の委員は、非常勤とする。

(削除）

第三十二条　政策委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。

２　政策委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

第三十三条　前二条に定めるもののほか、政策委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

(都道府県等における合議制の機関)

第三十四条　都道府県(地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」という。)を含む。以下同じ。)に、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置く。

一　都道府県障害者計画に関し、第十一条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理すること。

二　当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。

三　当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。

２　前項の合議制の機関の委員の構成については、当該機関が様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければならない。

３　前項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。

４　市町村(指定都市を除く。)は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置くことができる。

一　市町村障害者計画に関し、第十一条第六項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理すること。

二　当該市町村における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。

三　当該市町村における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。

５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定により合議制の機関が置かれた場合に準用する。
	目次
第一章　総則（第一条―第十三条）

第二章　障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策（第十四条―第二十八条）

第三章　障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策（第二十九条）

第四章　障害者施策推進協議会（第三十条―第三十二条）
附則

第一章　総則

(障害者基本計画等)

第十一条(略)

２・３(略)

４　内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、中央障害者施策推進協議会の意見を聴いて、障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

５　都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

６　市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、地方障害者施策推進協議会を設置している場合にあつてはその意見を、その他の場合にあつては障害者その他の関係者の意見を聴かなければならない。

７～９(略)

第四章　障害者施策推進協議会
(中央障害者施策推進協議会)

第三十条　内閣府に、障害者基本計画に関し、第十一条第四項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、中央障害者施策推進協議会(以下「中央協議会」という。)を置く。

(新設)

(新設)

第三十一条　中央協議会は、委員三十人以内で組織する。

２　中央協議会の委員は、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する。この場合において、委員の構成については、中央協議会が様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた協議を行うことができることとなるよう、配慮されなければならない。

３　中央協議会の委員は、非常勤とする。

４　前三項に定めるもののほか、中央協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

(新設)

(新設)

(新設)

(地方障害者施策推進協議会)

第三十二条　都道府県(地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市(以下「指定都市」という。)を含む。以下同じ。)に、地方障害者施策推進協議会を置く。

２　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一　都道府県障害者計画に関し、第十一条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)に規定する事項を処理すること。

二　当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議すること。

三　当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。

３　都道府県に置かれる地方障害者施策推進協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。

４ 市町村(指定都市を除く。)は、条例で定めるところにより、地方障害者施策推進協議会を置くことができる。

５　第二項及び第三項の規定は、前項の規定により地方障害者施策推進協議会が置かれた場合に準用する。この場合において、第二項中「都道府県に」とあるのは「市町村(指定都市を除く。)に」と、同項第一号中「都道府県障害者計画」とあるのは「市町村障害者計画」と、「第十一条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)」とあるのは「第十一条第六項(同条第九項において準用する場合を含む。)」と、第三項中「都道府県」とあるのは「市町村(指定都市を除く。)」と読み替えるものとする。


○ 障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）

（附則第二条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改　正　案
	現　　　行

	（目的）

第一条　この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（市町村障害福祉計画）

第八十八条　（略）

２・３　（略）

４　市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

５　（略）

６　障害者基本法第三十二条第四項の地方障害者施策推進協議会を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

７・８　（略）

（都道府県障害福祉計画）

第八十九条　（略）
２　（略）

３　都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第二項に規定する都道府県障害者計画、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

４　（略）

５　都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法第三十二条第一項の地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

６　（略）
	（目的）

第一条　この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的理念にのっとり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（市町村障害福祉計画）

第八十八条　（略）

２・３　（略）

４　市町村障害福祉計画は、障害者基本法第九条第三項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

５　（略）

６　障害者基本法第二十六条第四項の地方障害者施策推進協議会を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

７・８　（略）

（都道府県障害福祉計画）
第八十九条　（略）

２　（略）

３　都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第九条第二項に規定する都道府県障害者計画、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

４　（略）

５　都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法第二十六条第一項の地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

６　（略）


○ 障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）

（附則第三条関係） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改　正　法
	現　　　行

	（市町村障害福祉計画）

第八十八条　（略）

２～５　（略）

６　障害者基本法第三十四条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。

７・８　（略）

（都道府県障害福祉計画）
第八十九条　（略）

２～４　（略）

５　都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法第三十四条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

６　（略）
	（市町村障害福祉計画）

第八十八条　（略）

２～５　（略）

６　障害者基本法第三十二条第四項の地方障害者施策推進協議会を設置する市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

７・８　（略）

（都道府県障害福祉計画）

第八十九条　（略）

２～４　（略）

５　都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、障害者基本法第三十二条第一項の地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。

６　（略）


○ 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

（附則第五条関係） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線の部分は改正部分）

	改　正　案
	現　　　行

	（所掌事務）

第四条　（略）
２　（略）

３　前二項に定めるもののほか、内閣府は、前条第二項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。

一～四十三　（略）

四十四　障害者基本計画（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一条第一項に規定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。

四十五～六十二　（略）

（設置）

第三十七条　（略）
２　別に法律の定めるところにより内閣府に置かれる審議会等で本府に置かれるものは、次の表の上欄に掲げるものとし、それぞれ同表の下欄に掲げる法律（これらに基づく命令を含む。）の定めるところによる。

（略）

（略）

公文書管理委員会

公文書等の管理に関する法律

障害者政策委員会

障害者基本法

原子力委員会

原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）及び原子力委員会及び原子力安全委員会設置法（昭和三十年法律第百八十八号）

原子力安全委員会

（略）

（略）


	（所掌事務）

第四条　（略）

２　（略）

３　前二項に定めるもののほか、内閣府は、前条第二項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。

一～四十三　（略）

四十四　障害者基本計画（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第九条第一項に規定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。

四十五～六十二　（略）

（設置）

第三十七条　（略）

２　別に法律の定めるところにより内閣府に置かれる審議会等で本府に置かれるものは、次の表の上欄に掲げるものとし、それぞれ同表の下欄に掲げる法律（これらに基づく命令を含む。）の定めるところによる。

（略）

（略）

公文書管理委員会

公文書等の管理に関する法律

中央障害者施策推進協議会

障害者基本法

原子力委員会

原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）及び原子力委員会及び原子力安全委員会設置法（昭和三十年法律第百八十八号）

原子力安全委員会

（略）
（略）
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